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 利用率（2024年7月）

登録内容確認のオンライン化

 オンラインでの登録内容確認の利用率は7月時点で14.8%です。（図 - 2）。

 利用率は低い現状にありますが、2023年11月に行ったコリンズ・テクリス利用者アンケートでは、すでにオン
ライン確認をご利用いただいているユーザーのうち92.4%の方から不満な点はないとの回答をいただいてい
ます。

 また、コリンズ・テクリス利用者アンケートでは、受注企業から「発注機関にも登録内容確認をオンラインで
実施してほしい」という意見も多く、2024年1月に実施したコリンズ・テクリス利用者会議では、ご出席いた
だいた受注企業の関係団体からも同様の意見をいただいています。

 利用機関数（2024年7月）
 登録内容確認システムを利用されている機関は、

449機関 （2024年7月末時点）となっていま
す。実際に利用されている機関の内訳は図 – 1
のとおりです。

※ 登録内容確認システムを利用するためには事前
準備を行っていただく必要があります。
詳細はHPまたはQRコードからご覧ください。
コリンズ・テクリス登録内容確認システムにつ

いて | コリンズ・テクリス (jacic.or.jp)

図 - 2 オンライン確認の利用率推移
（2023年8月～2024年7月）

※利用率＝
オンラインによる登録件数/

全登録件数

図 - 1 利用可能機関の内訳（2024年7月）

☆ DBの信頼性の向上・
公正な競争や受発注
者双方の働き方改革
等、受発注者双方に
メリットの多い登録内
容確認システムをぜひ
ご利用ください。

1

利用機関
449機関

未利用機関

2023年 2024年

42機関
82機関

310機関
15機関

14機関
60機関

784機関
91機関

国の機関等 都道府県・政令市 市区町村 その他

https://cthp.jacic.or.jp/owner/check/confirm/


オンライン確認普及のための取組例（登録が250件以上の機関）
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利用率：2024年7月末 利用率が高い機関

利用率：2024年7月末

① 令和５年10月１日以降、オンラインによる登
録内容確認をすることを原則とし、担当者署名
による登録を廃止する旨を共通仕様書に記載
するとともに、HPへ掲載しています（2023年
９月）。

② オンライン確認利用促進のため、受注企業に
対し、システムを利用し確認依頼を行うよう呼
びかけを行い、利用率が1か月で56.3%増加
しました（2023年10月）。

① 通知方法について、土木建築部から、原則オン
ライン確認で確認結果の通知を行うことをHP
でお知らせし、オンライン確認を利用しています
（2023年8月21日）。

② オンライン確認を工事書類のスリム化という取り
組みの1つとして行い、システムで完結することを
再周知しています（4月）。

③ インポート、エクスポート機能を活用することによ
り、利用責任者1人で、問題なく約1,800のアカ
ウントを作成、管理しています。

 利用率が伸びた機関：滋賀県（63.0%）

図 – 3 滋賀県の取組導入前後の利用率伸び率

県内全発注機関に向けオンライン確認
の利用の徹底を、2024年1月に通知。

＋58.9%

山口県（90.9%） 広島県（91.7%）

① 11月に県内企業の架空の業務実績登録を確認。これより県内全発注機関や関係団体に対して、実績
データ登録はオンライン確認の利用を徹底するよう通知しています（1月）。

② 県内の市町においては低い現状のため、県内でのオンライン確認の利用率向上に向けて、本庁主催のオンラ
イン確認の研修会を実施しました（7月26日）。

↑：本庁主催の研修会の様子
研修会には県内の土木事務所や18の市町、関係団体等
から114名の利用責任者・確認担当者様にご参加いただき
ました。

↑：研修会開催の目的
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